
【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

H30

・生活支援コーディネー
ターの設置

・「集い場（居場所」」の把
握

・活動の担い手発掘

先行自治会において自立
した居場所ができる

・生活支援コー
ディネーター２人

・自立した居場所
１か所以上

・生活支援コーディネーターの設
置（2人）

・「集い場（居場所）」の把握

・活動の担い手発掘

・生活支援コーディ
ネーター2人

・自立した居場所１か
所（篠町　はんなりサ
ロン）

・第１層の生活支援コーディネーターは、人数より
も、いかに行政側・協議体・関係者と共に協力・
連携して、市民に寄り添って生活支援体制整備
事業を進められるかであると考え、現状は順調
に事業が進められていると考える。
・活動の担い手発掘を進めるため、現在介護予
防サポーターを再養成し、市民サポーターの養
成を行っている。市民サポーターは、自らが楽し
みながら地域に入る活動とし、自らで事務局を運
営することを目指す。

継続実施及び
中長期的な課
題に対しての
アプローチを
実施

生活支援体制整備事業の目的は、市民
が主体となり、地域で支えあい・助け合
いによる地域づくりを行うことを目指して
おり、以下が課題として挙げられる。
・亀岡市高齢福祉課及び亀岡市社会福
祉協議会の担当者、また生活支援コー
ディネーターが代わったとしても、生活
支援体制整備が円滑に進むような体制
を整えること。
・「集い場（居場所）」の把握を行ったうえ
で、集い場の空白地域があれば、新た
に集い場を設置するかどうか、地域と共
に検討すること。
・活動の担い手発掘について、市民サ
ポーターが、自らが楽しみながら地域に
入る活動とし、自らで事務局を運営する
ことを目指す。その市民サポーターの中
から、第２層生活支援コーディネーター
及び第２層協議体につながる担い手が
発掘できるよう、調整すること。

R1

・生活支援コーディネー
ターによる継続した「集
い場（居場所）」の把握
・活動の担い手発掘

平成３０年度以前に学習
会を実施した自治会にお
いて自立した居場所が増
加する

・生活支援コー
ディネーター２人
・平成３０年度以
前に学習会を実施
した自治会におい
て自立した居場所
の設置

・生活支援コーディネーターの設
置（２人）

・「集い場（居場所）」の把握

・活動の担い手発掘

・第１層の生活支援コーディネーターは、第１層協
議体の機能強化、求められている本来の機能を
果たせるような組織にしていくことが課題である。
また、生活支援体制整備事業の地域への周知を
図り、啓発を行うことが重要である。

継続実施及び
中長期的な課
題に対しての
アプローチを
実施

生活支援体制整備事業の目的は、市民
が主体となり、地域で支えあい・助け合
いによる地域づくりを行うことを目指して
おり、以下が課題として挙げられる。
・市民の生活支援体制整備事業の認知
度が低く、事業内容の理解が得られて
いないこと。
・亀岡市高齢福祉課及び亀岡市社会福
祉協議会の担当者、また生活支援コー
ディネーターが代わったとしても、生活
支援体制整備が円滑に進むような体制
を整えること。
・「集い場（居場所）」の把握を行ったうえ
で、集い場の空白地域があれば、新た
に集い場を設置するかどうか、地域と共
に検討すること。
・活動の担い手発掘について、市民サ
ポーターが、自らが楽しみながら地域に
入る活動とし、自らで事務局を運営する
ことを目指す。その市民サポーターの中
から、第２層生活支援コーディネーター
及び第２層協議体につながる担い手が
発掘できるよう、調整すること。

R2

・生活支援コーディネー
ターによる継続した「集
い場（居場所）」を把握
し、地域ごとに居場所を
含めた資源を集約した
「地域カルテ（仮称）」を
作成し、情報発信を行
う。　　　　　・生活支援体
制整備事業の周知・啓
発
・活動の担い手発掘

・生活支援コーディネー
ター２人
・集いの場等についての
情報発信を行うことで、空
白地域に新たな集いの場
設置に関する市民からの
声が挙がる　　　　　　　・生
活支援体制整備事業を理
解する人が増加する

・生活支援コー
ディネーター２人
・地域カルテ（仮
称）作成
・生活支援体制整
備事業を理解し賛
同する人の割合
が８０％以上（自
治会会長等）

・生活支援コーディネーターの設
置（２人）
・「集い場（居場所）」を把握し、
「地域カルテ（仮称）」を作成し情
報発信　　　・生活支援体制整備
事業の事業内容を各自治会等に
説明、啓発を行い、理解し賛同を
得る
・活動の担い手発掘

・生活支援コーディ
ネーター２人配置
・地域カルテ完成
・事業を理解し賛同す
る人の割合が８０％
以上達成

・第１層の生活支援コーディネーターは、第１層協
議体の機能強化、求められている本来の機能を
果たせるような組織にしていくことが課題である。
・第１層協議体から地域での活動者である「実務
者会議」を発足し、地域展開を目指しており、第２
層の創り出しに向けた検討を行っているが、実務
者メンバーには圏域に偏りがあることから、各圏
域から担い手を発掘する必要がある。

継続実施及び
中長期的な課
題に対しての
アプローチを
実施

・第２層生活支
援コーディネー
ター及び第２
層協議体の創
り出しによる地
域に根差した
活動展開

生活支援体制整備事業の目的
は、市民が主体となり、地域で支
えあい・助け合いによる地域づく
りを行うことを目指しており、以下
が課題として挙げられる。
・市民の生活支援体制整備事業
の認知度が低く、事業内容の理
解が得られていないこと。
・亀岡市高齢福祉課及び亀岡市
社会福祉協議会の担当者、また
生活支援コーディネーターが代
わったとしても、生活支援体制整
備が円滑に進むような体制を整え
ること。
・活動の担い手発掘について、市
民サポーターが、自らが楽しみな
がら地域に入る活動とし、自らで
事務局を運営することを目指す。
その市民サポーターの中から、第
２層生活支援コーディネーター及
び第２層協議体につながる担い
手が発掘できるよう、調整するこ
と。

（１）

①生活
支援体
制整備

生活
支援
係

地域づく
り

地域における
「集い場（居場

所）」づくり

Ⅱ（７）④
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

H30

・生活支援コーディネー
ターへの支援

・市・協議体・市社協の
支援体制の構築

・活動方針の作成

・市・協議体・市社協の支
援体制の構築

・活動方針の作成

・市・協議体・市社協の支援体制
の構築

・市・協議体・市社協・生活支援コーディネーター
の連携体制構築を行ってきたが、「集い場」の把
握や地域課題について、当関係者間での共有化
が、今後さらに必要と思われる。

・「集い場」の
把握や地域課
題について、
当関係者間で
の共有化、及
び課題解決に
向けた取組を
さらに進める。

・地域課題等から、課題解決に向
けた資源の開発（既存の活動や
サービスの強化を含む）を行う。

R1

・生活支援コーディネー
ターへの支援

・市・協議体・市社協の
支援体制の構築

・市・協議体・市社協の支
援体制の構築

・活動方針の作成

・市・協議体・市社協の支援体制
の構築

・市・協議体・市社協・生活支援コーディネーター
の連携体制構築を行ってきたが、「集い場」の把
握に加え、見える化（地域カルテ等作成）を行うこ
とで、地域差から見える課題を把握し、働きかけ
る必要がある。

・「集い場」の
把握に加え、
見える化を行
うことで、地域
課題を明らか
にする。

・地域課題等から、課題解決に向
けた資源の開発（既存の活動や
サービスの強化を含む）を行う。

R2

・生活支援コーディネー
ターへの支援

・市・協議体・市社協の
支援体制の構築

・活動方針の作成

・市・協議体・市社協の支
援体制の構築

・活動方針の作成

・市・協議体・市社協の支援体制
の構築

・各種関係者からの地域情報の聞き取り等を踏
まえ、地域の現状把握に努め「地域カルテ」の作
成を行ったが、今後は地域ごとの課題を抽出し、
課題解決に向けた資源の創出等の検討を行う必
要がある。

・地域課題を
明らかにし、課
題か行けるに
向けた検討を
行う。

・地域資源の
把握、地域
ニーズ・課題に
応じた資源の
創出に取り組
む。

・地域課題等から、課題解決に向
けた資源の創出（既存の活動や
サービスの強化を含む）を行う。

（１）

①生活
支援体
制整備

生活
支援
係

行政の
システ
ムづくり

SC及び協議体

Ⅱ（6）⑥　（７）
①②③
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（２）
H30

（生活支援係・
認知症支援係）

周知の徹底及び周知程
度の調査
　○介護保険（第１条～
第５条）
　○ICFの理念
　○ケアマネジメントに関
する保険者の基本方針

包括３職種・ケアマネが介
護保険の理念を理解

理解者50％以上

Ｃ型事業を通じて、提供される支
援が高齢者の介護予防及び自助
力向上に資するものでなければ
ならない点を周知する。
（包括保健師、包括主任ケアマ
ネ）
アセスメント会議12回（ケース17
件）
サービス担当者会議5回（プラン5
件）

未調査
ＩＣＦで言うところの｢身体機能｣に立脚したプラン
や目標が多く、なかなか「参加・活動」の視点が
持てていない場合が多い。

包括3職種・介護保険事業所の専
門職及び市内のケアマネジャー
がICFの考え方に基づいて意見交
換をすることができていない。

R1
（健康増進課）

周知の徹底及び周知程
度の調査

包括３職種・ケアマネが介
護保険の理念を理解

アセスメント会議6回
サービス担当者会議2回
(プラン2件)

未調査

C型の対象ケースが2ケースのみであり、事業を
そのものの見直しが必要と考えられる。C型事業
だけではなく、総合事業として現行相当の事業及
びC型事業をどのように見直していくのが良いの
か検討が必要。

7期中はⅭ型
事業を継続予
定

R2
（健康増進課）

　○介護保険（第１条～
第５条）

包括３職種・ケアマネが介
護保険の理念を理解

アセスメント会議3回
サービス担当者会議2回
(プラン2件)

未実施
対象ケースは本年度も、2ケースのみ。一般介護
予防教室を充実させ、Ｃ型事業を廃止することと
する。

H30

周知の徹底及び周知程
度の調査
　○介護保険（第１条～
第５条）
　○ICFの理念
　○ケアマネジメントに関
する保険者の基本方針

介護保険事業者が介護保
険の理念を理解

理解者30％以上 未実施 未調査 未実施のため不明。 予定なし。

この取り組み自体は、単一係が
負うものではなく、課全体がそれ
ぞれの事業の中で適宜行うものと
考える。

R1 ICFの理念の周知

介護保険事業所の専門職
がICFの理念に基づく自立
支援について学ぶことが
できる

なし

地域包括支援センター・専門職
研修令和元年11月11日
①ICFを活用した介護予防・重度
化防止の考え方（南丹リハビリ
テーション支援センター）②フレイ
リティと介護予防・重度化防止
（国立健康栄養研究所）の講義
介護保険事業所専門職　51名参
加
（内訳：包括７/７（1４名）、居宅
12/16（21名）、その他事業所
13/86（16名））

なし

ICFの考え方や対象者の心身の状態を把握する
ツールとしてのICF整理シートについて介護保険
事業所の専門職に周知することが出来た。
フレイル対策についても周知することができた。
業務時間内の研修であり、専門職の参加が少な
かったため事業所内での伝達研修の実施を依頼
した。

研修後、意見交換の機会が設定
できなかったため、ICFの考え方
について介護保険事業所の専門
職及び市内のケアマネジャー間
の規範的統合が出来たか評価が
出来ていない。

R2 ICFの理念の周知

介護保険事業所の専門職
がICFの理念に基づく自立
支援について意見交換を
することができる

なし

地域ケア個別会議においてICF
整理シートを使用した事例検討を
開催。
開催日：12/15、2/15、3/23　延
人数　65人

なし

実際にICF整理シートを用いた事例検討を実施す
ることにより、自立支援について考えることがで
きた。
Zoomで開催することにより、専門職も参加しやす
い環境で実施することができた。

地域ケア会議
を定期的に開
催し、IDFの理
念を周知す
る。

専門職の中でまだICFの理念が
浸透していない。事例検討を通じ
て、継続した周知を行っていく必
要がある。

①介護
予防・生
活支援

サービス
事業の
取組み

生活
支援
係・認
知症
支援
係・健
康増
進課

ケアマ
ネ

ジャーと
の情報
共有・資
質向上
の支援

介護予防サー
ビスが高齢者
の自助力向上
のために行わ
れるものである
ことの理念が、
介護保険事業
所の専門職及
び市内のケア
マネジャーで共
有できている

（平成30年度調
整を受け、見出
しを変更した）

生活
支援
係

普及啓
発

（介護保
険事業

者）

介護予防サー
ビスが高齢者
の自助力向上
のために行わ
れるものである
ことの理念が、
市と介護保険
事業者で共有

できている
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（２）

②一般
介護予
防事業
の推進

H30

・学習会・介護予防講師
派遣事業を開催し、介護
保険の理念・総合事業
の周知

・アンケート

地域住民が総合事業の趣
旨等を理解

理解者2.5％以上

まちづくり勉強会11回開催
介護予防講師派遣事業31回開
催
介護予防の必要性及び介護保険
制度を周知するためのチラシの
作成し、市内に全戸配布を行った
（9/3全戸配布）

未調査 なし。

個々の介護予防への姿勢づくりと
併せ、地域における共助について
考えてもらえるような投げかけが
必要。

R1
（生活支援係）

・まちづくり勉強会（とも
いきラボ）開催

地域住民が総合事業の趣
旨等を理解

・まちづくり勉強会（ともいきラボ）
全体会４回開催+グループ毎に活
動実施

・まちづくり勉強会（ともいきラボ）については、次
年度以降の取組内容をグループ毎で決定するこ
とができた。次年度以降、自主的に活動を実施
する。

個々の介護予防への姿勢づくりと
併せ、地域における共助について
考えてもらえるような投げかけが
必要。

R1
（健康増進課）

介護予防講師派遣事業
を開催

地域住民が総合事業の趣
旨等を理解

介護予防講師派遣事業９回
チラシ配布なし

なし。

個々の介護予防への姿勢づくりと
併せ、地域における共助について
考えてもらえるような投げかけが
必要。

R2
（生活支援係）

・まちづくり勉強会（とも
いきラボ）における、グ
ループ毎の取組実施。

地域住民が総合事業の趣
旨等を理解

・まちづくり勉強会（ともいきラボ）
の取組中止。（新型コロナウイル
ス感染症蔓延により）
・全体会のみ１回実施

・まちづくり勉強会（ともいきラボ）の取組が中止し
ていることから、今後のともいきラボの活動展開
方法について検討する必要がある。

コロナ禍にお
けるともいきラ
ボの活動展開
方法の検討

個々の介護予防への姿勢づくりと
併せ、地域における共助について
考えてもらえるような投げかけが
必要。

R２
（健康増進課）

介護予防講師派遣事業
を開催

地域住民が総合事業の趣
旨等を理解

健康出前講座の開催
開催日：令和2年10月20日
参加者：10人
開催場所：吉川町自治会

介護予防講師派遣事業は、健康増進課の既存
事業である健康出前講座と統合し、保健事業と
一体的に実施することとなった。
今年度はコロナ禍であり、開催回数は１回のみで
あった。

健康出前講座
は、高齢者の
保健事業と介
護予防の一体
的な実施の一
環として実施
する。

高齢者の保健事業と介護予防の
一体的な実施による効果を発揮
できるようにする。

H30 包括職員への周知徹底
包括職員が総合事業の趣
旨等を理解

包括保健師会議を通じて、これま
でしてきた活動を振り返るととも
に、地域課題やまちづくりについ
て考え共有する機会を設けた（10
回開催）。

個人の課題を解決する意識はあるが、地域課題
を捉え働きかける姿勢は見られなかった。

包括保健師
会議を通じ
て、引き続き
地域課題や
働きかけ方の
検討を行う。

実際にどのよ
うに働きかけ、
地域がどのよ
うに変わった
かの検証。

R1 包括職員への周知徹底
包括職員が総合事業の趣
旨等を理解

包括保健師会議については、今
年度から自主運営の会議とした。

なし

R2 包括職員への周知徹底
包括職員が総合事業の趣
旨等を理解

包括保健師会議については、今
年度から自主運営の会議とした。

なし

生活
支援
係

行政の
システ
ムづくり

介護予防・日常
生活支援総合
事業の趣旨に
ついて、地域住
民や関係機関
が理解しようと
する意識が高

まる

Ⅱ（6）①⑥

介護予防・日常
生活支援総合
事業の趣旨に
ついて、地域住
民や関係機関
が理解しようと
する意識が高

まる

Ⅱ（6）①⑧

地域づく
り

生活
支援
係・健
康増
進課

4



【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（２）

②一般
介護予
防事業
の推進

H30

ボラ連の総会・研修・介
護予防サポーター講座
において、総合事業の趣
旨の周知及び介護予防
サポーターの役割の共
通認識を図る

ボランティア・NPO・大学が
総合事業の趣旨を理解

これまで育成してきたサポーター
及び現在育成しているサポー
ターによる地域サロン等での介
護予防事業の実施。
サポーター数：12名
取組箇所：9か所
取組実施回数：33回

まちづくりに興味のある介護予防サポーターが、
20名弱いることが判明。今後は、サポーターが
「楽しみながら、かつ、自分たちで何ができるか」
という視点から、地域のサロンにも入っていくこと
を、サポーターと共に確認した。

先進地の視
察とサロンに
おける活動の
実説。
まちづくりに
対する意識の
共有。
平成30年度
後期の介護
予防サポー
ター受講者へ
の伝達。

介護予防サ
ポーターが地
域（サロン）に
入っていくこと
による、地域
課題の抽出。

実際に活動しているサポーターが
少ない。

R1

介護予防サポーター講
座等において、総合事業
の趣旨の周知及び介護
予防サポーターの役割
の共通認識を図る。

地域住民・関係機関が総
合事業の趣旨を理解

これまで育成してきたサポーター
及び現在育成しているサポー
ターによる地域サロン等での介
護予防事業の実施。
サポーター数：12名
取組箇所：12か所
取組実施回数：240
※元気アップ体操教室

今年度の介護予防サポーター講座では30名が
修了。修了生有志の会「TUNAGO TETOTE」の
活動も継続しており、幅広い視点からサポーター
活動が行われていることが確認できた。

介護予防サ
ポーター活動
の更なる拡
大。
サポーターが
地域に入って
いくことによ
る、地域課題
の抽出。

介護予防サポーター講座終了後
にも積極的に活動している者が
限られている。
講座の受講者数が減少傾向にあ
る。

R2

介護予防サポーター講
座等において、総合事業
の趣旨の周知及び介護
予防サポーターの役割
の共通認識を図る。

地域住民・関係機関が総
合事業の趣旨を理解

これまで育成してきたサポーター
及び現在育成しているサポー
ターによる地域サロン等での介
護予防事業の実施。
サポーター数：12名
取組箇所：12か所
取組実施回数：480回（12箇所×
10回×4クール）
※元気アップ体操教室
※コロナ禍により一部休止有

今年度の介護予防サポーター講座では22名が
修了。
コロナ禍の中、通常上・下半期開催のところ年間
1回の開催となった。しかし、参加率は昨年度を
上回った。修了生有志の会「TUNAGO TETOTE」
の活動も継続しており、幅広い視点からサポー
ター活動が行われていることが確認できた。

介護予防サ
ポーター活動
の更なる拡
大。
サポーターが
地域に入って
いくことによ
る、地域課題
の抽出。

介護予防サ
ポーターの活
動の充実

介護予防サポーター講座終了後
にも積極的に活動している者が
限られている。
コロナ禍による活動の縮小。

H30 リハビリ専門職への周知
リハビリ専門職が総合事
業の趣旨等を理解

リハビリテーション専門職に対し
て、会議等の機会を通じて、総合
事業の趣旨説明を行った。

地域で動けるリハビリテーション専門職が極端に
少ないこと。
南丹地域リハビリテーション支援センターとの連
携が不可欠であること。
行政とリハビリテーション専門職の相互理解が足
りないこと。

亀岡市内に
勤務するリハ
ビリテーション
専門職との会
議。

リハビリテー
ション専門職と
の共同作業を
通じた意識の
共有。

リハビリテーションの本来の意味
を共有し、その視点を持ちながら
如何にして地域づくりを進める
か。

R1 リハビリ専門職への周知
リハビリ専門職が総合事
業の趣旨等を理解

実施せず。(リハビリテーション専
門職に対する会議がなかった。)

地域で動けるリハビリテーション専門職が極端に
少ないこと。
南丹地域リハビリテーション支援センターとの連
携が不可欠であること。
行政とリハビリテーション専門職の相互理解が足
りないこと。

R2 実施する予定なし

生活
支援
係

普及啓
発

（ボラン
ティア等
への啓

発）

介護予防・日常
生活支援総合
事業の趣旨に
ついて、地域住
民や関係機関
が理解しようと
する意識が高

まる

Ⅱ（6）①

健康
増進
課

普及啓
発

（専門職
への啓

発）

介護予防・日常
生活支援総合
事業の趣旨に
ついて、地域住
民や関係機関
が理解しようと
する意識が高

まる

Ⅱ（6）①
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（２）

②一般
介護予
防事業
の推進

H30

・調査に係る広報、周知

・調査結果をフィードバッ
ク、介護予防等の取組
への参加促進

地域住民が調査の存在・
結果を知っている

実施地域ごとにチラシ配布
広報誌掲載
体力測定の結果について、結果
返却会の開催
実施回数：32回
参加者数：568人

実施日が明確になるのが遅く、広報誌への掲載
が間に合わなかった地域があった。
より広範に体力測定の必要性をアピールする必
要があった。
【体力測定結果よりあきらかになったこと】
体力測定への参加は、体力向上効果を示した。
亀岡市では、全国と比較して口腔機能・認知症
のリスク該当者が多い点・口腔リスクと体力低下
の関係がある点があきらかとなった。体力低下
から社会性低下、認知力低下、うつ状態につな
がる。

未実施地域
で実施する際
のチラシの配
布と広報誌へ
の掲載。
結果返却会
の実施。

平成３０年度ま
での実施結果
を分析・評価
し、結果につい
て広く住民向
けに周知を図
る。

実施機関の行政システムに対す
る理解が低い（起案、報告、締め
切り、正確性等）。

R1

・調査に係る広報、周知

・調査結果をフィードバッ
ク、介護予防等の取組
への参加促進

地域住民が調査の存在・
結果を知っている

実施地域ごとにチラシを配布
広報紙掲載
体力測定結果について、結果返
却会の開催
実施回数27回
参加数399人

実施計画を早めに設定したため、他事業で配布
するなど、広報を行った。しかしながら、地域に
よっては人数が集まらないこともあり、実施場所
や広報の方法などの検討必要。
【体力測定結果よりあきらかになったこと】
＊亀岡市の測定参加者の体力は全国レベルより
同程度からやや高い傾向がある。
＊大都市（京都市）比較では亀岡市は筋力が優
れるが移動能力や下肢機能が低い傾向がある。
＊二次予防対象者比率は全国平均よりわずか
に高かった。保有リスクでは、認知症リスクが全
国平均よりも際立って高い。うつリスクや生活機
能の低下は全国平均よりかなり低い。
＊体力測定に年1回継続的に参加している人
は、今年度初めて参加した人よりも平均年齢が
高いにもかかわらず体力は同等より優れてい
た。

R2
本年度新型コロナ感染
拡大防止のため事業実
施できない。

H30

・調査に係る広報、周知

・調査結果の周知、包括
業務への反映

包括職員が調査の趣旨・
調査結果を知っている

事業の趣旨について説明を行
い、各包括の担当地域で実施す
る際にはチラシを配布。
平成２９年度までの実施結果に
ついて、分析・評価した結果を各
包括に提示。

分析・評価を進める時期が遅かった。
平成３０年度については、結果報告時に分析・評
価を進めておくよう指示する。

75歳以降の体力低下を防ぐためには、それより
も若い年代から対策を進める必要がある。

未実施地域
で実施する際
にチラシを配
布する。
分析・評価し
た結果を各包
括に提示。

なし。 なし。

R1
・調査に係る広報、周知
・調査結果の周知

包括職員が調査の趣旨・
調査結果を知っている

事業の趣旨について説明を行
い、各包括の担当地域で実施す
る際にはチラシを配布。
評価結果については、令和元年
度は包括には提示していない。

分析内容が専門的すぎて包括支援センター職員
が生かせるような内容になっていない。
結果報告した内容が包括支援センターでも生か
せるように地区ごとの特性や体力結果の考察等
の結果があると伝わりやすい内容となるのでは
ないか。

R2
本年度新型コロナ感染
拡大防止のため事業実
施できない。

健康
増進
課

地域づく
り

統計学上で必
要なサンプル

数を確保し、取
得したデータを
介護予防施策
に反映できる

Ⅱ（6）⑧

健康
増進
課

行政の
システ
ムづくり

統計学上で必
要なサンプル

数を確保し、取
得したデータを
介護予防施策
に反映できる
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（２）

②一般
介護予
防事業
の推進

H30
調査の目標、分析・評価
の共有

調査関係機関が調査の目
標を共有し、分析・評価を
行う。その結果についても
共有している

平成２９年度までの実施結果に
ついて、分析・評価。

分析・評価を進める時期が遅かった。
平成３０年度については、結果報告時に分析・評
価を進めておくよう指示する。

分析・評価し
た結果を両者
で共有。

なし。 なし。

R1
平成30年度までの実施結果につ
いて、分析・評価。

結果報告時に分析評価することはできていた。
しかしながら、評価関係機関がどこをさすのかが
不明瞭であり、評価の共有や分析評価について
はできなかった。

評価関係機関
を具体的に明
記すること。

評価、分析結果を介護予防政策
にどう反映することができるのか
分析が必要。

R2
本年度新型コロナ感染
拡大防止のため事業実
施できない。

（３）

①認知
症への
理解を深
めるため
の知識
の普及
啓発の
推進 H30

商工会議所を通じて企
業に対して認知症サ
ポーター養成講座等を
開催

地域の企業における認知
症理解の状況を把握する

認知症サポーター
養成講座受講者う
ち60％が認知症
理解に関する項目
で「理解」の回答

認知症サポーター養成講座11回
実施220人養成

生協やシルバー人材
センターなど職域で
の認知症サポーター
養成講座は、短い時
間での受講を希望さ
れることが多く、受講
者にアンケートを実施
することが出来なかっ
たが、関係者から「理
解できた」「必要なこ
とだ」と言う意見は聞
けた。

商工会議所へのチラシによる効果はなかった
が、関係者からの紹介により、職域でのサポー
ター養成講座が３回実施できた。
サポーター養成講座をうけていただき、実際の対
応の仕方についてどのくらい学べていたかが分
からないが、担当者からは、理解が深まったと意
見があった。
職域に関しては、受講者の希望に沿って時間配
分を決めるため、アンケート取ることが難しいこと
もあるが、なるべく受講者の意見が聞けるように
アンケートの修正やキャランメイトへのアンケート
の周知を図る必要があると思われる。

職域も含めた
ステップアッ
プ講座実施。

キャラバンメイ
トにアンケート
の周知。
受講者のアン
ケートの変更

R1

①認知症サポーター養
成講座

②認知症サポーターによ
る啓発活動の取り組み

認知症サポーター養成講座18回,
実施411人養成
9月7日家族の会主催のアルツハ
イマーデー啓発活動で、認知症
をステップアップさせる講座を受
けた認知症サポーター2名が啓
発活動に参加。

商工会議所へのチラシによる効果はなかったた
め本年度は実施せず。しかしながら、関係者から
の紹介により、職域でのサポーター養成講座が３
回実施できた。
サポーター養成講座をうけていただき、担当者か
らは、理解が深まったと意見があった。
本年度から実施時間を必ず９０分となったことも
あり、実施時間が足りない場合は必ずアンケート
を記載いただくようにしたところ、受講者の意見を
把握しやすくなり、キャラバンメイトへもアンケート
の周知が行えた。

認知症への関
心が高まる
中、サポーター
養成講座の
ニーズは高
まっているよう
に感じる。養成
したサポー
ターの活用方
法の検討も必
要。

R2

①認知症サポーター養
成講座
②認知症サポーターによ
る啓発活動の取り組み

地域における認知症理解
の状況を把握する

認知症サポーター養成講座7回
実施１６０人養成.
これまでアルツハイマーデー啓発
活動を、市内商業施設で行ってき
たが、新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため、啓発グッズを
市の他事業や窓口に設置し、地
域包括支援センターに配布を依
頼することで啓発活動とした。
３月には、認知症登録サポーター
に対してステップアップする講座
を実施。

本年度は新型コロナウイルス感染症の拡大に伴
い、認知症サポーター養成講座の実施は減少、
団体からの依頼はほとんどなかった。
しかし、３月に前年度に認知症登録サポーターに
なった人等に対して、ステップアップする講座を実
施した。講座では、認知症サポーター活動につい
て話合う機会を設け、活動意欲が高まり、次年度
の活動について協力したいという意見があった。

認知症登録サポーターの活躍で
きるような仕組みづくりの検討。

健康
増進
課

行政の
システ
ムづくり

統計学上で必
要なサンプル

数を確保し、取
得したデータを
介護予防施策
に反映できる

Ⅱ（6）⑦

健康
増進
課

地域づく
り

認知症サポー
ターに関する取

組み
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（３） H30

認知症市民公開講座

介護予防講師派遣事業

啓発チラシの全戸配布

認知症について理解する
市民が増える

・参加者のうち
60％が認知症理
解に関する項目で
「理解」の回答

・参加者のうち
50％が「生活習慣
病予防が認知症リ
スクを減らす」と
知っている

認知症諮問公開講座年１回
介護予防講師派遣事業年6回
啓発ﾁﾗシ９月全戸配布

市民公開講座に初め
て参加する人が68%で
あり。そのうち、参加
者の満足度はおおむ
ね74%が、満足されて
おり、認知症の理解
に関する項目は達成
できている。予防に関
する項目の周知はし
ているが、アンケート
結果としてとれておら
ず、認知度がどの程
度であったのか不明
である。

認知症市民公開講座・介護予防講師派遣事業
は、毎年実施しているが、ある一定新規の参加
者がおられるため、市民に広く知ってもらうには
効果があり、次年度以降も継続していくことが必
要と思われる。
認知症の理解や予防の理解度を知るには、アン
ケートが必要と思われるが、理解度を本年度評
価することが難しい。

アンケートを
実施について
検討

周知を継続。

R1

認知症市民公開講座

事業
認知症について理解する
市民が増える

認知症市民公開講座年１回
介護予防講師派遣事業（認知）
年2回

認知症市民公開講座・介護予防講師派遣事業
は、毎年実施しているが、ある一定新規の参加
者がおられるため、市民に広く知ってもらうには
効果があり、次年度以降も継続していくことが必
要と思われる。
認知症の理解や予防の理解度を市民に図るの
が難しい。

周知を継続。

R2

認知症市民公開講座

出前健康講座
認知症について理解する
市民が増える

認知症市民公開講座年１回

本人度の認知症市民公開講座は、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止のため、定員を減らし、実
施したところ、定員を超える参加者があり、認知
症について理解したいと考えている市民が多数
いる現状が分かった。次年度以降も継続して進
めていく。

周知を継続。

H30
認知症初期集中支援
チーム・認知症カフェに
おいてケアパスの使用

認知症の人の家族がケア
パスで認知症の経過や対
応を知っている

ケアパス活用件数

高齢福祉課窓口や認知症カフェ
の相談時に実施。
１０月に個別ケア会議で、ケアパ
スについて周知。

4件

見通しがないことで不安になる家族にケアパスを
渡すと、見通しがもてることで分かりやすくイメー
ジする助けとはなったと思われる。
個別ケア会議で、使用して見たいという包括職員
もいらっしゃったため、説明し使用してもらうことと
なった。

１１月にケア
マネ連絡会で
周知。

R1
認知症初期集中支援
チーム・認知症カフェに
おいてケアパスの使用

認知症の人の家族がケア
パスで認知症の経過や対
応を知っている

高齢福祉課窓口や認知症カフェ
の相談時に実施。 4件

相談内容に合わせて使用するようにしていたが、
実際使用できた件数がとても少なく評価が難し
い。

認知症の相談
でケアパスを
使用することを
決定し、ケアパ
スの内容の検
討を行う。

R2
認知症初期集中支援
チーム・認知症カフェに
おいてケアパスの使用

認知症の人の家族がケア
パスで認知症の経過や対
応を知っている

健康増進課窓口や認知症カフェ
の相談時に実施。 5件

新型コロナウイルス感染症の影響もあってか、認
知症の相談ケースが減少し、認知症ケアパスを
使う機会が少なかった。

次年度ケアパス見直す。

①認知
症への

理解を深
めるため
の知識
の普及
啓発の
推進

健康
増進
課

普及啓
発

認知症理解の
ための取組み

健康
増進
課

行政の
システ
ムづくり

認知症ケアパ
スの普及

Ⅱ（5）③
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（３） H30

認知症初期集中支援
チームについて関係者
に周知
　○包括３職種会議・ケ
アマネ連絡会
　○亀岡市内の医療機
関
　○民生委員
　○認知層地域推進員
（保健師）

認知症初期集中支援チー
ムについて知っている関
係者が増える

関係者のうち30％
が知っている

H３０年２月医師会会報で説明。
H３０年３月に包括運営協議会
で、全包括に対しては、チーム設
置やケースの上げ方について説
明。
H３０年３月に認知症推進員につ
いてもチームの動かし方につい
て説明
６月民生委員の理事会でチーム
の説明を行う。
９月南部、篠エリア会議でチーム
のケースについて報告。

チームへ上がってき
たケースは7件、実際
チームのケースとなっ
たのは４件となった。

包括職員への周知は
しており、チームがあ
ることの理解はある。

全体的にあがってくるケースが少なく、チームに
あげる具体的なケースがはっきりしていないの
で、どのようなケースをあげればいいのかわから
にくいところはあるのかもしれない。
チームが対応して好事例となったケースを報告で
きればイメージしやすいのではないかと考える。

１１月ケアマ
ネ連絡会で周
知。
チームの周知
度や認識に
ついて包括職
員に聞く。
上がったケー
スで、好事例
があれば、他
の包括にも紹
介する。

ケアマネも含
め好事例を紹
介しチームの
周知度を上げ
る

R1

＊認知症初期集中支援
チームについて関係者
に周知
　○包括３職種会議・ケ
アマネ連絡会
　○亀岡市内の医療機
関
　○民生委員
　○認知症地域推進員
（保健師）
＊専門職向けのチラシ
の配布
＊チーム員会議で、警察
署と意見交換

認知症初期集中支援チー
ムについて知っている関
係者が増える

・令和２年３月に認知症推進員に
対し、チームの好事例について
説明した。（新型コロナウィルス
感染拡大防止のために、その他
の関係者については説明ができ
ていない。）
・チームのチラシを作成し、医療
機関、歯科医療機関、包括、介
護事業所に配布し説明を行った。
・対象者をチームにつなぐための
仕組みを事例ケースを通して、
チーム員（多職種）で再確認し
た。
・警察署と運転免許証の返納に
関する情報共有及び現状の把握
についての会議を実施

チームへ上がってき
たケースは、10件、
チーム対象者ケース
は6件。

亀岡市に認知症初期集中支援チームが設置さ
れているということはチラシで周知することはでき
た。
しかしながら、どのような事例について検討して
いるのかというチームの具体的な活動内容につ
いては十分周知できていない現状がある。

ケースの拾い
上げのシステ
ムについての
検討

R2

＊認知症初期集中支援
チームについて関係者
に周知
　○包括３職種会議・ケ
アマネ連絡会
　○認知症地域推進員
（保健師）
＊一般向けのチラシの
配布

認知症初期集中支援チー
ムについて知っている関
係者が増える

市民向けに認知症初期集中支援
チームのチラシを作成し、認知症
市民公開講座で市民に向けて広
報した。
新型コロナウイルス感染症の拡
大防止の観点から、市民公開講
座以外での市民向けの広報は行
えず、関係機関への周知は三師
会、包括支援センター、小規模多
機能事業所への周知を行った。

チームへ上がってき
たケースは5件。対象
ケースは1件となっ
た。

亀岡市に認知症初期集中支援チームが設置さ
れているということを市民向けにもチラシを作成
し、周知を図った。
しかしながら、十分な周知となっていない状況。
関係機関である地域包括支援センターのアン
ケートからは、敷居が高く、使用しにくい仕組みで
あることが分かった。

仕組みの見直
しを行う。

②認知
症支援
体制の

整備と関
係機関
の連携

認知
症支
援係

普及啓
発

（認知症
関係者）

認知症初期集
中支援チーム

Ⅱ（5）②
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

H30

亀岡市の認知症施策に
ついて周知
・各種会議での説明
　○包括３職種会議・ケ
アマネ連絡会
　○亀岡市内の医療機
関
　○民生委員
・チラシの配布
　○市民
・アンケートによる現状
把握

・関係機関が市の認知症
施策について知っている

・民生委員が認知症施策
の窓口を知っている

・認知症施策の現状・ニー
ズを把握できる

・市の認知症施策
について知ってい
る
　○関係機関30％
　○事業参加者
50％

包括職種会議、亀岡市の医療機
関で、その度、事業の案内を実
施。
６月の民生委員連絡会に参加
し、認知症施策全体について説
明を行った。

市の事業計画を年初めに決めたことで、関係機
関や市民に説明がしやすくなった。ケアマネ連絡
会や民生委員の連絡会など機会あるごとに、関
係者には、認知症施策について伝えるようにはし
てきた。しかしながら、具体的な事業イメージが
十分に伝えられておらず、周知方法については
検討が必要と考える。また、市民については十分
に周知できていない状況である。

包括やケアマ
ネには引き続
き、機会があ
るごとに周知
する。
周知方法に
ついても検
討。

民生委員への
周知内容、方
法について検
討

R1

亀岡市の認知症施策に
ついて周知
・各種会議での説明
　○包括３職種会議・ケ
アマネ連絡会
　○亀岡市内の医療機
関
・チラシの配布（出前タウ
ンミーティング）
　○市民

・関係機関が市の認知症
施策について知っている

・民生委員が認知症施策
の窓口を知っている

・認知症施策の現状・ニー
ズを把握できる

・包括職種会議、亀岡市の医療
機関で、その度、事業の案内を
実施。
８月の出前タウン ミーティングで
認知症政策についての説明を
行った。

関係者に年間計画を説明を行うことで、実施して
いる予定を周知することはできた。
しかしながら、各事業を周知するには、口コミで
あったり、見学にきてもらい知ってもらうことが必
要と考える。

関係者へ事業
案内を継続。
見学案内

R2

亀岡市の認知症施策に
ついて周知
・各種会議での説明
　○包括３職種会議・ケ
アマネ連絡会
　○亀岡市内の医療機
関
・チラシの配布（出前タウ
ンミーティング）
　○市民

・関係機関が市の認知症
施策について知っている

・民生委員が認知症施策
の窓口を知っている

・認知症施策の現状・ニー
ズを把握できる

②認知
症支援
体制の

整備と関
係機関
の連携

認知
症支
援係

普及啓
発

認知症の相談
窓口
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（３） H30

・認知症家族講座
・家族交流会
・認知症カフェ
・事前登録等の制度説
明
・アンケート

認知症の人やその家族が
安全・安心に暮らすことが
できる条件を把握する（現
状・ニーズの把握）

家族支援事業の
参加者のうち40％
が「参加して満足」
と回答

・認知症家族講座(１回)～参加者
５名
・家族交流会(７回)～１３名
・認知症カフェ(２５回)～４８名
・事前登録者　１２名
・アンケート実施なし。

参加者のアンケート
の記載のある人の満
足度は、認知症家族
講座、家族交流会、
認知症カフェ事業ど
れも高い。(満足度の
評価はないが、事業
参加の目的はほぼ１
００％達成している。)

家族講座、家族交流会、認知症カフェなど事業
参加者の満足度は高いが、参加人数が少なく、
家族支援事業を充実したものにするためには、
認知症カフェに一本化することが必要と考える。
また、現認知症カフェでは、家族支援を主として
実施しているが、認知症カフェに参加している認
知症の人の思いを聞きながら本人・家族にとって
居心地のよいものとなるようにしたいと考える。
そして、カフェの周知度はまだまだ低いため、引
き続き啓発を十分に行っていく必要がある。

事業の中の
参加者に、
ニーズを聞け
る範囲で聞い
てみる。

認知症カフェで
の家族支援事
業の１本化を
図る。

R1

・認知症カフェ
・事前登録等の制度説
明

認知症の人やその家族が
安全・安心に暮らすことが
できる条件を把握する（現
状・ニーズの把握）

・認知症カフェ(48回)　101名
・事前登録者　25名（新規）
・令和元年度 第1回 認知症高齢
者事前登録制度に係る連携会議

認知症カフェで認知症家族支援事業を一本化し
て実施したことで、継続して来所する人もあった。
しかしながら、相談の場という認識が強く、相談し
た内容が解決すると、継続した参加とはならない
人が多かった。
認知症カフェを認知症の人やその家族にとって
心地のよいものとなるためには、専門職の相談
ではなく、介護の経験のある家族や認知症サ
ポーターのような認知症に理解のあるボランティ
アにも協力を得ていくことが必要である。
そして、カフェの周知度はまだまだ低いため、引
き続き啓発を十分に行っていく必要がある。

ボランティア育
成と参加

R2

・認知症カフェ
・事前登録等の制度説
明

認知症の人やその家族が
安全・安心に暮らすことが
できる条件を把握する（現
状・ニーズの把握）

・認知症カフェ（33回）47名
・事前登録者30名（新規）
・令和2年度　第2回認知症 認知
症高齢者事前登録制度に係る連
携会議（書面会議）

認知症カフェに参加している認知症の人の思い
を聞きながら本人・家族にとって居心地のよい場
所となるように、認知症の理解のあるボランティ
アの参画を計画していたが、新型コロナ感染拡
大防止の観点より、事業を拡大せず、相談対応
の認知症カフェを継続した。

H30

・既存制度の周知活動
の徹底

・ガイドブック・市広報誌
を関係者へ配布

認知症の人やその家族が
安全・安心に暮らすことが
できると答える人が増える

既存制度を周知するため、ガイド
ブックや市の広報誌を民生委員
連絡会や各包括支援しエンター
に送付した。
また、市の窓口でも、必要な方に
は、既存制度について説明を
行った。
事前登録者　新規１２名(事前登
録者６２名)

事前登録する高齢者66名のうち、登録された方
が行方不明となり、捜索となったケースは１件の
みであった。登録者には、行方不明の危険性が
ある方もおられるが、念のために登録している方
も多く、家族としては事前登録することが安心材
料とはなっている。
また、現在、捜索が必要となった場合、警察と包
括、介護事業所、民生委員、自治会への協力を
依頼し捜索するシステムは構築している。しかし
ながら、認知症の人やその家族が安心安全に過
ごすことができるためには、SOSネットワークなど
日頃から見守るシステムを作っておくことが必要
と考える。

ＳＯＳネット
ワークシステ
ム作り

R1

・既存制度の周知活動
の徹底
・ガイドブック・市広報誌
を関係者へ配布

認知症の人やその家族が
安全・安心に暮らすことが
できると答える人が増える

既存制度を周知するため、ガイド
ブックや市の広報誌を民生委員
連絡会や各包括支援しせンター
に送付した。
また、市の窓口でも、必要な方に
は、既存制度について説明を
行った。認知症等高齢者等事前
登録者
107人【うち削除者49人】
令和元年度 第1回 認知症高齢
者事前登録制度に係る連携会議

令和元年度 第1回 認知症高齢者事前登録制度
に係る連携会議において、事前登録者の情報を
更新しておくことは重要であるという意見がでた
こともあり、登録者の現状確認を支援者に問い
合わせて実施し、情報更新を行った。
登録者の状況の更新ができたことも制度の運用
するうえで重要なことであったが、包括支援セン
ターや警察、民生委員とともに連携会議が行え
たことが、SOSネットワークの構築に向けて進め
ることができたのではないか。

関係者会議の
継続。

R2

・既存制度の周知活動
の徹底
・ガイドブック・市広報誌
を関係者へ配布

認知症の人やその家族が
安全・安心に暮らすことが
できると答える人が増える

既存制度を周知するため、ガイド
ブックや市の広報誌を民生委員
連絡会や各包括支援しせンター
に送付した。
また、市の窓口でも、必要な方に
は、既存制度について説明を
行った。認知症等高齢者等事前
登録者65名（令和3年3月末）

令和２年度 認知症高齢者事前登
録制度に係る連携会議（書面会
議）

本年度の連携会議【書面会議】では、反射板シー
ルやＱＲコードの添付場所を靴等にすることを決
定できた。また、より早く行方不明者を発見する
ためには、捜索アプリを使用することも検討が必
要ではないかという意見が出た。個人情報の問
題もあるため、次年度以降検討することとしてい
る。 アプリの検討

②認知
症支援
体制の

整備と関
係機関
の連携

認知
症支
援係

行政の
システ
ムづくり

認知症家族介
護者への支援

Ⅱ（5）④

認知
症支
援係

普及啓
発

認知症の見守
りについて
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（４） H30

会議において、市民が安
心して地域で暮らし続け
るための体制確立に係
る提案・検討

具体的な実施目標を立て
る

・５月６日に推進会議を実施。今
年度全体の方向性として、昨年
度からの持越しである「医療と介
護の垣根を低くする」事を目指し
た取り組みを展開する事になった
・また、市域の介護人材の本格
的な確保に向けて、「人材育成部
会」を独立させることについて合
意を得た
・毎月、幹事会／調整・企画部会
を実施。各部会の進捗について
情報共有し、必要な場合は軌道
修正できるよう各部会との調整を
行った

・全ての部会に参加して進捗を把握している事務
局と、幹事会の司会の医師会長と会議前に事前
に調整をしておくと、会議全体の進行がスムーズ
に進むことが多かった。参加者も、業務の合間を
ぬって幹事会に参加しているので、時間を有効
に使う意味でも、事前調整は可能な限り行う方が
望ましいと思う
・在宅医療を実施する発言力のある医師に影響
を受けやすい傾向があるが、お互いの立場を知
り合おうという前向きな議論や検討が行われるよ
うになってきた

会議前に医
師会長と事前
調整をし、方
向性の確認を
行う

中長期目標を
設定して、単
年度ではなく
長期的な視点
で取り組みを
検討する

・取り組みの方向性として医療主
体の視点になりがちである。うまく
介護側の意見を引き出し、取り組
みに反映させていくことが課題で
ある

R1

会議において、市民が安
心して地域で暮らし続け
るための体制確立に係
る提案・検討会議におい
て、市民が安心して地域
で暮らし続けるための体
制確立に係る提案・検討

具体的な実施目標を立て
る

・５月１４日に推進会議を実施。
昨年度の実施報告と今年度の方
向性を確認し、合意を得た。
・構成団体について、調整・企画
部会に亀岡市薬剤師会が、市民
啓発部会に亀岡市訪問看護部会
が在宅医療を考えていく上で、訪
問看護は切り離せないというとこ
ろから参加の依頼があり加わる
ことについて合意を得た。
・毎月、幹事会／調整・企画部会
を実施。各部会の進捗状況につ
いて情報共有し、各部会との調
整を行うこととする。

・全ての部会に参加し、進捗状況を把握している
事務局と、幹事会の司会の医師会長と会議前に
事前に調整をしておくことで、会議がスムーズに
進むことが多かった。参加者も、業務の時間を割
いて幹事会に参加しているため、時間を有効に
使うために、事前調整は可能な限り行う方が望ま
しい。
・医療・介護・福祉連携という意味で、会長は介
護・福祉の現場の意見を多く聞き、顔の見える関
係づくりに力を入れていきたいと考えている。参
加者もその意見に賛同している。

中長期目標を
設定して、単
年度ではなく
長期的な視点
で取り組みを
検討する。

・取り組みの方向性として医療主
体の視点になりがちであるため、
介護・福祉側の意見を引き出し、
取り組みに反映させていくことが
課題である。

R2

会議において、市民が安
心して地域で暮らし続け
るための体制確立に係
る提案・検討会議におい
て、市民が安心して地域
で暮らし続けるための体
制確立に係る提案・検討

具体的な実施目標を立て
る

５月１５日に推進会議を書面にて
実施。今年度全体の方向性とし
て、「医療・介護・福祉の垣根を越
えて調整できる場として活動す
る」ことを目指した取り組みを展
開することとなった。
・毎月、幹事会／調整・企画部会
を実施。各部会の進捗状況につ
いて情報共有し、各部会との調
整を行うこととする。

・すべての部会に参加して進捗状況を把握してい
る事務局と幹事会の司会の医師会長と会議前に
事前に調整しなかったためか、部会主体でなく事
務局に判断をゆだねる部会となってきている。
・医療・介護・福祉連携の一環としての顔の見え
る関係づくりとして、”ざっくばらんの会”を開催。
横のつながりを強化しつつ情報交換や知識のス
キルアップに力を入れていきたいと考える。

中長期目標を
設定して、単
年度ではなく
長期的な視点
で取り組みを
検討する。

・取り組みの方向性として医療主
体の視点になりがちであるため、
介護・福祉側の意見を引き出し、
取り組みに反映させていくことが
課題である。

H30

・地域医療の課題の明
確化

・課題解決方法の検討

・共通目標の設定

・毎月の調整企画部会（幹事会と
同時開催）において、今年度の研
究会の取り組み内容について協
議をしてきた
・結果、今年度は２０１９年２月９
日に実施する事になった。内容
は、要介護状態の原因となる上
位４疾患、特に脳血管疾患につ
いて、市医師会の医師によるミニ
レクチャーと、日ごろ病院や施
設、在宅等で脳血管疾患が基礎
にある人への支援の方法で困っ
ている事や関わりの工夫等につ
いて、グループワークにて共有を
行う予定

・これまで、かめおか医療連携研究会では様々
なテーマを設定して勉強会やグループワーク等を
実施してきたが、そもそも、研究会というのは、関
係者が顔の見える関係作りができ、資質向上の
ための学びが出来る、というのが主目標であっ
た。研究会の取り組みを検討する事と、市域の在
宅療養現場の課題を検討する事とを混同して協
議していたため、研究会の企画検討をするのに
随分と時間を要してしまった。市域全体の在宅医
療・介護の課題の検討は幹事会の役割であり、
研究会はその課題解決の場のための場のひと
つであるという認識を再確認した。今後も、その
点を意識しながら、場と役割の整理を随時行い、
互いに認識していく必要があると思われる

かめおか医
療連携研究
会において、
参加者から次
年度以降の
活動の参考
になるように
アンケートを
取る（これま
での様式と変
更する）

・要介護の原
因となる残りの
上位３疾患に
ついての研究
会を実施す
る。また、対人
援助職として
必要な対人援
助技術を向上
させるための
企画を行う

・単年度だけでなく、長期的な目
標を設定して、必要であればシ
リーズ化するなどして企画していく
・会議で企画した内容を実施して
いるが、今後は、現場のスタッフ
が学びたい事を把握し、それを企
画内容に反映させていくような提
案型の内容に変えていきたい

R1

・関係者が顔の見える関
係づくり
・多職種全ての人のスキ
ルアップ

・毎月の調整企画部会（幹事会と
同時開催）において、今年度の研
究会の内容について協議を実
施。
・今年度は、２０１９年１１月１６日
に実施。内容は、要介護状態を
引き起こし易い「フレイル」につい
て定義の説明と口腔フレイルに
ついて講義形式で実施。

・人材不足で研究会に職員を出席させることがで
きない事業所がある。
・研究会に参加してもらいたかったヘルパーの参
加が少なかった。
・大きな研究会だけでなく小規模の集会もあれば
研究会の選択肢が増え、出席率も上がるのでは
ないかと思われる。

・フレイルの第
2弾として「身
体的フレイル」
を２月に開催
予定であった
が新型コロナ
ウイルスの一
件で延期と
なったため実
施予定。

単年度だけでなく、長期的な目標
を設定して、必要であればシリー
ズ化するなどして企画していく。
（フレイルをもっと多くの人に知っ
てもらえるように研究会を再度実
施し、各事業でフレイル対策を
行ってもらい、その成果を発表し
てもらうなど）

R2

・関係者が顔の見える関
係づくり
・多職種全ての人のスキ
ルアップ

・毎月の調整企画部会（幹事会と
同時開催）において、今年度の研
究会の内容について協議を実
施。
・今年度は、２０２０年８月２日に
「身体的フレイル」、９月５日に「新
型コロナウイルス感染症対応に
ついて」、２０２１年２月７日に「賢
い患者になりましょう」を講義形
式とグループワークで実施。

・新型コロナウイルス感染予防対策としてオンラ
インでの研究会を開催したが、市民の参加が少
なかった。今後の新たなツールとして定着する可
能性が高いにもかかわらず、多くの課題がある。
・オンラインでの開催に加え、地域会場を設けて
中継することで出席率も上がるのではないか。

・山口育子さん
講演会「賢い
患者になりま
しょう」を広報
の工夫や開催
方法、オンライ
ンの勉強会を
通じて再度行
う。

単年度だけでなく、長期的な目標
を設定して、必要であればシリー
ズ化するなどして企画していく。
（フレイルをもっと多くの人に知っ
てもらえるように研究会を再度実
施し、各事業でフレイル対策を
行ってもらい、その成果を発表し
てもらうなど）

①在宅
医療・介
護の連
携の実

態把握、
課題の

検討、課
題に応じ
た施策
立案

健康
増進
課

医療
係

行政の
システ
ムづくり

亀岡市地域医
療・介護・福祉
連携推進会議

Ⅱ（3）⑦　（4）
①②④⑤

健康
増進
課

医療
係

行政の
システ
ムづくり

かめおか医療
連携研究会

Ⅱ（4）⑤
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（４） H30

・啓発講演会

・目で見てわかる在宅医
療講演会

介護認定を受けていない
人で市内にかかりつけ医
をもつ人が増える

介護認定をうけて
いない人のうちか
かりつけ医をもつ
人80％

・終活講演会（地域回り）を２回実
施した。どちらも、市の広報を見
た地域の団体からの依頼で、参
加者は５月は２３人、７月は１２人
であった。

未測定

・終活講演会の依頼は一定以上はあるが、いま
だ未実施地域がある為、未実施地域へのアプ
ローチも必要。毎年、中央版を市役所で行い、そ
こから波及的に地域開催につなげる事を狙いと
していたが、中央版の開催後に依頼が少ない場
合は、それ以外の方法で未実施地域等にアプ
ローチする方法を検討しなければならない。
・また、過去５年間にわたり実施してきている為、
中央版の開催時は一定以上のリピーターも見ら
れると思う。例えばアンケートに参加回数を尋ね
る項目を追加するなどして、より多くの市民に講
演会が実施できるよう工夫していく必要がある
・また、時代の流れと共に、同様の内容で講演会
を実施しているところも増えている印象があり、
他の開催内容等の情報収集も行っていく必要が
ある

・アンケート内
容の見直し
（参加回数を
問う等）、未
実施地域へ
の積極的なア
プローチ

・他が実施して
いる同じような
趣旨の講演会
の情報収集を
行う

近年、人生の最終段階における
医療に関するガイドラインが改定
したり、ACPについて日本医師会
が普及啓発を進めている動きが
盛んになってきている。そのような
国全体の流れから大きくかい離し
ないように、終活講演会の構成を
考えていく必要がある

R1

・終活講演会

・目で見てわかる在宅医
療公演会

・介護認定を受けていない
人で市内にかかりつけ医
をもつ人が増える。

・在宅医療を行う状態に
なった場合に、相談先や
使用できる資源を理解す
ることができる。

〇終活講演会
中央型：１回実施。１１２人参加。
地域回り：２回実施。合計４５人参
加。した。

〇目で見てわかる在宅医療公演
会２回実施。
・１２月４日（在宅編）５１人参加。
・２月９日（高齢者に多い認知症・
骨折の事例を通して）４４人参
加。

〇終活講演会
・中央型を市役所で行い、そこから波及的に地域
型の開催につなげる事を狙いとしているが、依頼
が少ないため、それ以外の方法で未実施地域等
にアプローチする方法を検討する必要がある。
・今年は、法改正や制度の変化やＡＣＰについて
新たな内容を含めた講演となった。今後も、内容
を最新のものに修正し、南海参加しても学べる内
容にしていく必要がある。

〇目で見てわかる在宅医療公演会
・参加者のアンケートで寸劇を行ったことで内容
が分かりやすかったという意見が多くあった。
・今後も、内容を修正を加え、最新情報をわかり
やすく伝えていく必要でを感じた。

〇終活講演会
の地域型未実
施地域へのア
プローチ。

〇在宅医療公
演会の在宅に
ついてのシナ
リオの見直し。

〇終活講演会
どの年代に聞いてもらいたいかの
検討が必要。世代により情報を得
る方法が異なるため、その点も留
意し広報活動を行う。終活をまだ
まだ自分事ととらえていない人も
多いと思われる。かかりけ医が何
故大切かも伝えていく必要があ
る。

〇在宅医療公演会
市民に分かりやすく、何を知りた
いと思っているかをアンケートを
通して把握し、シナリオの見直し
時に反映させる。

R2

・終活講演会

・目で見てわかる在宅医
療公演会

・介護認定を受けていない
人で市内にかかりつけ医
をもつ人が増える。

・在宅医療を行う状態に
なった場合に、相談先や
使用できる資源を理解す
ることができる。

○終活講演会
・終活講演会については次年度
に延期、代替としてDVDを作成し
活用方法の検討を行った。
・民生児童委員にDVDを視聴して
もらい、感想及び今後のDVD活
用の可能性について意見を収集
した。

○目で見てわかる在宅医療公演
会については、今年度は密にな
ることを避け中止した。

・DVDの収録のみでは、その時々の社会情勢を
交えた講演ができないため臨場感に欠けた。ま
た、項目別にする等、見やすさ、使いやすさの工
夫が必要。

○終活講演会
は広報や開催
方法の工夫を
し、オンライン
での開催を行
う。

○目で見てわ
かる在宅療養
・新型コロナウ
イルス感染症
の状況を見な
がら開催時期
を検討する。

○終活講演会
高齢の親を持つ、若い世代にも普
及させるためにはどうすればよい
か検討が必要。オンラインでの講
演会を企画することで新たな世代
を取り込む。

③在宅
医療・介
護の連
携に向
けた基
盤強化

健康
増進
課

医療
係

普及啓
発

かかりつけ医を
持つことの大切

さの周知
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（５） H30
地域ケア個別会議の実
施

・居宅ケアマネジャー包括
主任ケアマネジャーが自
立支援の考え方を共有す
る

・地域ケア個別会議の成
果を事業所のケアマネ
ジャーが共有し、日々の業
務に反映させ、困りごとの
相談窓口である包括の普
及啓発を行う

地域ケア個別会
議において、市内
居宅ケアマネ
ジャー10人が事例
提供を行う

地域ケア個別会議　6月21日・8
月23日,10月18日、12月20日、2
月21日

市内居宅ケアマネ
ジャー10人

地域ケア個別会議は、今の運営方法が安定して
きた。
事例提供を行う居宅ケアマネジャーにおいて、対
象者本人の尊厳の尊重や自立支援といった視点
からケアプランを作成するという考え方にバラつ
きが見受けられる。
ＩＣＦの考え方の徹底が必要。

居宅ケアマネ
ジャーが事例
提供者として
参加する体制
づくり

専門職の中に医師を加える

R1
地域ケア個別会議の実
施

自立支援を考える上で、
医療的な根拠を検討する
とともに、介護・医療それ
ぞれの意見を出し合い、
自立支援の考え方を共有
することができる。
地域ケア個別会議の成果
を日々の業務に反映さ
せ、困りごとの相談窓口で
ある地域包括支援セン
ターの普及啓発を行う。

地域ケア個別会
議において、包括
ケアマネジャー３
人が事例提供を
行う。市内ケアマ
ネ、介護保険事業
所等はオブザーブ
で参加する。

地域ケア個別会議　10月29日・
12月16日・2月21日　延べ82人参
加

包括ケアマネジャー3
人
オブザーブ参加なし

ICFの考え方を徹底するために、研修を行ったう
えで、地域ケア個別会議を行った。医師への出
席依頼は、見送った。
ICF整理シートを用いて、対象者の心身の状態を
介護・医療の情報も含め把握し、作成されたケア
プランが対象者のニーズに合ったものになってい
るかを確認したところ、統一した視点で対象者の
自立支援について検討することが出来た。しか
し、参加事業所は少数であり、地域の関係機関
への参加依頼はしていなかったため、包括担当
地域ごとに、ICFの考え方に基づく検討会の開催
が必要である。

ICFの考え方
に基づき、ケア
プランについて
専門職間で連
携できる体制
づくり

市内の介護保険事業所の専門
職、関係機関においてICFの考え
方に基づく自立支援の考え方に
基づく事例検討が出来る体制づく
りができていないため、検討会に
医師の参加依頼が出来ていな
い。

R2
地域ケア個別会議の実
施

地域ケア会議を通じて、医
療・介護・福祉の多職種が
連携している。
地域ケア個別会議の成果
を日々の業務に反映さ
せ、高齢者の相談窓口と
して地域包括支援セン
ターの普及啓発を行う。

地域ケア個別会
議において、市内
居宅ケアマジャー
4人が事例提供を
行う。

地域ケア個別会議　12月１５日、
2月25日、3月２３日

市内居宅ケアマネ
ジャー3人

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、リモート会議で実施した。各専門職部会の担
当者が変わり、ICFの考え方に基づく自立支援に
ついて再度共有を
行う必要があったこと、リモート会議に不慣れな
ことから意見交流が難しかったが、3回目には、
グループワークを取り入れ協議することが出来
た。

ICFの考え方
に基づく自立
支援について
医療・介護・福
祉のより多くの
多職種で共有
するために、
各部会で会議
報告が行われ
るような体制づ
くり

専門職の中に
医師を加える

会議実施方法の見直し、各専門
職のICF考え方に基づく自立支援
について再共有が必要であった
ため、医師は加えられていない。

①地域
ケア会議
の強化

生活
支援
係

ケアマ
ネ

ジャーと
の情報
共有・資
質向上
の支援

地域ケア個別
会議の実施

Ⅱ（2）⑨⑩⑪⑮
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（５） H30

・高齢者訪問調査による
市内高齢者の状況把握

・相談事例解決のための
関係機関との連携体制
の整備

・地域包括支援センターの
認知度を高める

・地域包括支援センターと
関係機関との連携につい
て包括職員が共通認識を
もつ

なし

・高齢者訪問調査　6月から実施
（約560件＝７包括×20件×4か
月）

高齢者訪問調査を通して、地域包括支援セン
ターが地域の状況を把握する機会となっている。

高齢者訪問調査が地域の高齢者に対して地域
包括支援センターの存在を知らせる機会となって
いる。

一部の地域包括支援センターでは、業務等が増
えてきており（ケアプラン作成等）、訪問調査業務
が十分に行えない可能性があると訴えがあっ
た。

通常調査・追
跡調査
包括職員の業
務の負担にな
らないように留
意する

高齢者訪問調査の中長期的な計
画の情報共有
（市・調査員である包括職員・分
析業務を行う増井氏で共通認識
を図る）

R1

・高齢者訪問調査による
市内高齢者の状況把握

・相談事例解決のための
関係機関との連携体制
の整備

・地域包括支援センターの
認知度を高める

・地域包括支援センターと
関係機関との連携につい
て包括職員が共通認識を
もつ

なし

・平成28年度訪問対象者への追
跡調査　5月から実施
（521件＝7包括・市役所で4か月）
・令和元年度高齢者訪問調査
（154人＝7包括で3か月）

追跡調査に対する地域の高齢者の受け入れは
良く、地域包括支援センターの認知度の高まりが
見られた。

高齢者訪問調査を通して、地域包括支援セン
ターが地域の状況を把握する機会となっている。

R2

・高齢者訪問調査による
市内高齢者の状況把握

・相談事例解決のための
関係機関との連携体制
の整備

・地域包括支援センターの
認知度を高める

・地域包括支援センターと
関係機関との連携につい
て包括職員が共通認識を
もつ

なし

・平成29年度訪問対象者への追
跡調査（郵送調査）　363件

※新型コロナウイルス感染拡大
防止のため、訪問調査の実施は
行わなかった。

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、郵送調査としたが、回答率は督促なしに7割
以上となり、調査自体の認知度の高まりが見ら
れた。
また、コロナ禍の高齢者の状況を把握する機会
となった。

追跡調査・新
規調査を継続
する

これまでの高齢者の状況把握か
ら、身体的・精神的・社会的健康
の維持、介護予防・重症化予防に
ついての提言を得る

H30

平成29年度実施の地域
ケア個別会議の提供事
例について、その後の経
過を主任ケアマネ会議で
報告する

平成29年度実施の地域ケ
ア個別会議の提供事例に
ついて、その後の経過を
主任ケアマネ会議で報告
する

報告率100％

主任ケアマネジャー会議におい
て報告方法等の検討

報告率0％
（※理由は「今年度の
実施によりみえてき
た状況）に記載のとお
り）

Ｈ２９年度事例について短期間で個々の変化を
見出すことは難しいため、事例の変化等を評価
するということではなく、事例提供者であったケア
マネがどのような気づきを得たのかをヒアリング
するという方向性が決まった。

地域ケア個別会議の成果につい
て包括と居宅のケアマネジャーで
共有し意見交換が出来ていない。

R1

包括及び居宅の事例検
討会と、地域ケア個別会
議の事例を同じにするこ
とで、ケアマネ間の情報
共有・資質向上の機会と
する

対象者の心身の状態の把
握について、ICFの考え方
に基づく視点で考えること
ができる

なし
包括及び居宅の事例検討会を同
じツールを用いて検討し、自立支
援について意見交換を行う

包括と居宅では対象者の介護度が違うため、自
立支援の選択肢に差があったが、意見交換を行
うことで互いの気づきの共有をすることは出来
た。

包括と居宅の
意見交換の継
続

地域ケア個別会議の成果につい
て包括と居宅のケアマネジャーで
共有し意見交換が出来ていない。

R2

包括３職種と市内ケアマ
ネが事例検討を通して地
域資源について情報共
有し、資質向上の機会と
する

包括３職種と市内ケアマネ
が事例検討を通して地域
資源について情報共有
し、資質向上の機会とする

なし
リモート会議で実施。

どの介護度であれ、認知機能の低下があって
も、住み慣れた地域で排除されることなく住み続
けるための支援について意見交換を行うことで、
包括と居宅のケアマネジャーの視点の違いや気
づきを共有することが出来た。

包括と居宅の
意見交換の継
続

地域ケア個別会議の成果につい
て包括と居宅のケアマネジャーで
共有し意見交換が出来ていない。

②総合
相談支
援の充

実

生活
支援
係

行政の
システ
ムづくり

高齢者訪問調
査による高齢
者の状況把握

③介護
予防ケア
マネジメ
ントの充

実

生活
支援
係

ケアマ
ネ

ジャーと
の情報
共有・資
質向上
の支援

地域ケア個別
会議の活用

Ⅱ（2）⑬
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（５） H30

包括職員が訪問調査時
や民生委員との意見交
流会で得た社会資源等
を市へ報告し、情報共有
を図る

圏域ごとの社会資源のリ
ストの作成、市と包括で情
報共有

民生委員と包括職員との意見交
流会

民生委員担当地区単位で（ブロック別・町別）意
見交流会を実施したところ、今夏に頻発した災害
対応についての意見が多く出た。災害時時にお
ける高齢者等への避難誘導等の共通認識を関
係者（地域住民・自治会・地域包括支援セン
ター・民生委員・防災に関わる庁内部課）で図る
必要があるという意見が多かった。

市民自らが社会資源情報を把握
し、活用することで、高齢者の自
立支援につながることを目指して
いる。その為に、情報ネットワーク
の構築を行うこと。

R1

包括職員が訪問調査時
や民生委員との意見交
流会で得た社会資源等
を市へ報告し、情報共有
を図る

圏域ごとの社会資源の情
報を市と包括支援センター
が共有し、その状態を介
護保険事業所等に周知で
きている

民生委員と包括職員との意見交
流会

民生委員との意見交流会や懇談会を定期的に
実施し、一部の包括においては社会資源等のリ
ストやマッピングの作成を行った。各地域によっ
て資源に偏りはあるものの、地域のニーズに応じ
て自主的に「集い場（居場所）」等を発出されてい
るところがあった。

市民自らが社会資源情報を把握
し、活用することで、高齢者の自
立支援につながることを目指して
いる。その為に、情報ネットワーク
の構築を行うこと。

R2

包括職員が訪問調査時
や民生委員との意見交
流会で得た社会資源等
を市へ報告し、情報共有
を図る

圏域ごとの社会資源の情
報を市と包括支援センター
が共有し、必要な場合に
情報提供をすることができ
る。

民生委員と包括職員との意見交
流会
社協による圏域別状況調査の実
施

民生委員との意見交流会や懇談会を定期的に
実施し、社会資源等の把握に努めた。また社協
の協力の元、地域の現状（地域状況や課題と考
えていること）についての取りまとめを行い、地域
課題について把握することができた。

地域資源の把
握の継続

地域ケア推進会議を実施し、地域
に必要な取組を明らかにして施策
を立案・提言していくことが必要。

H30 事例検討会の実施

・市内ケアマネが事例検討
会の結果を事業所内で共
有し、重度化防止・自立支
援に向けたケアプランを検
討する

・市内ケアマネが介護予防
に関する共通の考え方を
もつ

市内ケアマネ10人
が事例提供を行う
（年5回/10ケース）

事例検討会　5月17日・7月19日・
9月20日・11月15日・1月17日

市内ケアマネ５人（10
ケース）

事例検討会は、特定事業所加算の居宅主任ケ
アマネが主体となり、主任ケアマネ・ケアマネが
事例提供を行って、重度化防止・自立支援をテー
マに議論を行った。事前に事例内容の共有・論
点の絞り出しを行った（準備会議）。

次第に、準備会議が検討会という雰囲気になり、
「同じことを２回やっている感じがする」という意見
が出るようになった。

継続実施

市内ケアマネが事例提供を行う
仕組みを構築

R1 事例検討会の実施

・市内ケアマネが事例検討
会の結果を事業所内で共
有し、重度化防止・自立支
援に向けたケアプランを検
討する

・市内ケアマネが介護予防
に関する共通の考え方を
もつ

市内ケアマネ6人
が事例提供を行う
（年5回/5ケース）

事例検討会　10月2日・11月20
日・1月8日

市内ケアマネ6人（3
ケース）

事例検討会は、特定事業所加算の居宅主任ケ
アマネが主体となり、包括事例検討会と同じ事例
で包括ケアマネも少数参加で、ICF整理シートを
用いて、対象者の心身の状態を把握し、ケアプラ
ンが対象者の自立支援に合ったものかを検討し
た。
包括と居宅では対象者の介護度の違いから、自
立支援のイメージが異なるが、意見交換すること
で選択肢を広げることは出来た。
検討時間を厳守し、ケアマネの負担がないように
工夫した。

なし
ケアマネの自主的な情報共有が
出来る体制づくり

R2 事例検討会の実施

・市内ケアマネが事例検討
会の結果を事業所内で共
有し、重度化防止・自立支
援に向けたケアプランを検
討する

・市内ケアマネが介護予防
に関する共通の考え方を
もつ

なし
特定事業所加算の居宅主任ケア
マネが事務局となり、自主運営に
切り替えた。

④包括
的・継続
的なケア
マネジメ
ントの充

実

生活
支援
係

地域づく
り

住みやすい地
域づくり

Ⅱ（6）⑥

生活
支援
係

ケアマ
ネ

ジャーと
の情報
共有・資
質向上
の支援

ケアマネジャー
への支援

Ⅱ（2）⑥
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（１） H30
自治会等における講演
会

自治会事務所等を巡り、
介護保険制度の説明が十
分にされている

平成30年6月21日
介護予防講師派遣事業に同行し
介護認定に関する説明を実施
（東別院ふるさとサロンさん主催）

平成30年12月17日
介護予防講師派遣事業に同行し
介護認定に関する説明を実施
（亀岡市福祉事業団さん主催）

現場にて市民の方に直接介護保険制度につい
て説明を実施したことによって、質問も多数受け
需要のある話であることが分かったため、今後も
継続していく意義はあると思われた。

なし なし

より多くの市民の方々に介護予防
事業も含めて介護保険制度につ
いて知っていただく機会を設けな
ければならない。

R1 未実施 未実施

R2 実施の予定なし 未実施

H30
全戸配布
市HPでの掲載

全戸配布・市HPでの周知
が十分にできている

平成30年9月3日全戸配布物の
最終ページに介護認定に係る内
容を掲載。

全戸配布実施により、高齢者の方のみならず、
高齢者を支える若い世代の方々にも介護保険制
度に触れていただく機会を設けられたと思われる
ため、今後も随時、配布物等による周知活動を
継続していく意義はあると思われた。

なし なし

より多くの市民の方々に介護予防
事業も含めて介護保険制度につ
いて知っていただく機会を設けな
ければならない。

R1
認定結果「非該当」の方
への介護予防

非該当者すべてに送付 100%
「非該当」の方に送る決定通知の
中に市が独自に行う介護予防事
業の案内を封入した。

100%
身体機能低下を予防する機会があまり知られて
いない現状を感じた。

より多くの市民の方々に介護予防
事業も含めて介護保険制度につ
いて知っていただく機会を設けな
ければならない。

R2
認定結果「非該当」の方
への介護予防

非該当者すべてに送付 100%
「非該当」の方に送る決定通知の
中に市が独自に行う介護予防事
業の案内を封入した。

100%
身体機能低下を予防する機会があまり知られて
いない現状を感じた。

より多くの市民の方々に介護予防
事業を知っていただく機会を設け
なければならない。

①介護
保険の
適正な
利用に
向けた
普及啓

発

介護
認定
係

普及啓
発

現場での啓発

介護
認定
係

普及啓
発

広範囲の啓発
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（１） H30
ケアマネ連絡会における
研修会・勉強会の実施

市内ケアマネジャーのうち
30％が第7期計画を理解し
た上でケアプランを作成し
ている

市内ケアマネ
ジャーのうち30％
が第7期計画を理
解しケアプランを
作成していると回
答する

未実施 不明 不明

現状把握の
ためのアン
ケートの実施
について検討

・ケアマネ連絡
会における研
修会・勉強会
の実施
・効果検証の
ためのアン
ケートの実施

介護保険事業に関する亀岡市の
現状や方針についてケアマネと共
有する。

R1
ケアマネ連絡会等にお
ける研修会・勉強会の実
施

市内の専門職種が集まり研修、
情報交換を行っている。
【亀岡市ヘルパー部会】
・10月16日　ハラスメント問題・困
難事例について
・2月12日　介護のグレーゾーン
について
【亀岡市ケアマネジャー連絡会】
・8月28日　地域ケア会議につい
て、顔のみえる関係づくり
・1月22日　高齢者への接し方

R2
介護職の横断的な研修
会・勉強会の実施

市内の専門職種が集まり研修、
情報交換を行っている。
ケアマネ連絡会、デイ部会、ヘル
パー部会（・8月18、,3月18日意見
交換会）
亀岡市地域医療・介護・福祉連
携推進会議　人材育成部会（6回
開催）
介護従事者向けに、新型コロナ
ウイルス感染症に関する疑問
不、不安について（回答集）を作
成

H30
きょうと福祉人材認証制
度等を市HPやお知らせ
版に記載

・就職先として介護職への
興味・関心が深まる

・就職希望者の増加と回
答する事業者の割合が増
加

未実施 不明

・現状把握の
ためのアン
ケートの実施
について検討
・きょうと福祉
人材認証制
度等を市HP
やお知らせ版
に掲載

効果検証のた
めのアンケート
の実施

介護職の魅力のPRや就労支援
の制度等についての広報

R1
介護入門研修、就職フェ
アの開催

介護人材の確保

【介護に関する入門的研修】京都
府・亀岡市共催
全4回（1回のみの参加も可）　介
護未経験者が、基本的な知識・
技術を学ぶ
【亀岡　医療・介護・福祉職場の
魅力発信と就職フェア】
6月29日開催
【京都丹波福祉職場応援プロジェ
クト促進会議に参画】

R2 福祉就職フェアの開催 介護人材の確保

FUKUSHI就職フェア京都丹波
主催：京都fy丹波福祉職場応援
プロジェクト促進会議（南丹保健
所）
1月30日開催

介護人材の不足はコロナ禍でさらに深刻となって
いる

②介護
人材の
確保・資
質の向

上

介護
事業
所係

ケアマ
ネ

ジャーと
の情報
共有・資
質向上
の支援

介護人材の資
質の向上

介護
事業
所係

普及啓
発

介護人材の確
保

Ⅲ（2）①
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（１） H30

・主任ケアマネ会議での
勉強会・学習会の実施

・市HPに自立支援・介護
予防に関する情報を掲
載

ケアマネジャーが自立支
援・介護予防に関する知
識やその重要性について
知っている

未実施 不明

・現状把握の
ためのアン
ケートの実施
について検討
・市HPに自立
支援・介護予
防に関する情
報を掲載

・ケアマネ連絡
会における研
修会・勉強会
の実施
・効果検証の
ためのアン
ケートの実施

介護予防や自立支援に関する亀
岡市の現状や方針、その重要性
についてケアマネと共有する。

R1

【介護予防サービス支援計画書
作成に関する研修会】
4月15日開催
【ICFに資する自立支援を考える
研修会】
7月23日開催
【地域包括支援センター・専門職
研修】
11月11日開催

R2 実施なし

H30
主任ケアマネ会議での
勉強会・学習会の実施

ケアマネジャーが要介護
重度者本人の希望の実現
に重きを置いている

未実施 不明

現状把握の
ためのアン
ケートの実施
について検討

・ケアマネ連絡
会における勉
強会や意見交
換会の実施
・効果検証の
ためのアン
ケートの実施

要介護重度者の尊厳の尊重に関
する理解や考察を深める。

R1

R2 ケアプラン点検、指導
委託事業者によるケアプラン点
検、指導
11月13日　WEB開催

⑤介護
状態など
の軽減・
悪化の
防止へ
の取組

み

生活
支援
係

介護
保険
係

ケアマ
ネ

ジャーと
の情報
共有・資
質向上
の支援

要介護軽度者
の自立支援・介
護予防の知識
とその重要性
に関する普及

啓発

介護
事業
所係

ケアマ
ネ

ジャーと
の情報
共有・資
質向上
の支援

要介護重度者
の尊厳の尊重
に関する普及

啓発
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（１） H30
ケアプランのチェック・指
導

保険者としてケアプランを
チェックする体制が図れて
いる

ケアプランチェック
数

地域ケア個別会議の事例検討会
で取り上げた居宅のケアプランの
１事例について、事業所が自己
評価を本市が他者評価を行う評
価シートの提出を事業所に求め
た。
今年度は「京都式」ケアプラン点
検に基づき、居宅については事
前に提出いただいた４事業所１２
事例のケアプランについて点検
する予定。

不明 分析等ができていないため現時点では不明 特になし 特になし
ケアプランや指導内容の分析を
行うことによる傾向や課題の把握

R1
ケアプランのチェック・指
導

保険者としてケアプランを
チェックする体制が図れて
いる

ケアプランチェック
数

事業所指導に合わせてケアプラ
ンの点検を行う

R2
ケアプランのチェック・指
導

保険者としてケアプランを
チェックする体制が図れて
いる

ケアプランチェック
数

事業所指導に合わせてケアプラ
ンの点検を行う

同様に実施

H30 介護給付費の通知
サービス利用者及びその
家族が自身の給付費につ
いて知っている

自身の給付費を
知っている利用者
及びその家族が
全体の30％以上と
なる

介護給付費通知　6箇月分（サー
ビス提供月4月～9月）を年度1回
通知

不明 不明
給付費通知
の送付

ケアマネに給
付費通知送付
の目的につい
て理念共有を
図る

ケアマネを通してサービス利用者
に自身の給付費についての関心
を高めてもらう

R1 介護給付費の通知
介護給付費通知　6箇月分（サー
ビス提供月4月～9月）を年度1回
通知

R2 介護給付費の通知
介護給付費通知　6箇月分（サー
ビス提供月4月～9月）を年度1回
通知

同様に実施

⑥介護
給付適
正化の
推進

介護
事業
所係

行政の
システ
ムづくり

ケアプラン
チェック

Ⅲ（1）②

介護
事業
所係

行政の
システ
ムづくり

介護給付費の
通知

Ⅲ（1）①
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（１） H30
介護給付費の請求内容
について医療情報と突
合し審査

保険者として請求内容を
チェックする体制が図れて
いる

保険者独自では未実施だが、国
保連に一部業務委託

不明 特になし

保険者として、
請求内容を医
療情報と突合
する

保険者として、定期的に請求内容
を医療情報と突合する体制を構
築する。

R1
介護給付費の請求内容
について医療情報と突
合し審査

全件突合
国保連合会に委託し突合・点検
を行う

全件突合

R2
介護給付費の請求内容
について医療情報と突
合し審査

全件突合
国保連合会に委託し突合・点検
を行う

全件突合 同様に実施

H30

見える化システムの周知
　○事業所へ広報チラシ
の配布
　○市HPへの掲載

ケアマネジャーが見える化
システムを知っている

ケアマネジャーの
うち60％が見える
化システムを知っ
ていると回答

未実施 不明 不明

・現状把握の
ためのアン
ケートの実施
について検討
・事業所へ広
報チラシの配
布
・市HPへの掲
載

・ケアマネ連絡
会における研
修会・勉強会
の実施
・効果検証の
ためのアン
ケートの実施

ケアマネに見える化システムを通
して、市の現状や給付費の将来
推計について知ってもらう。

R1

R2 見える化システムの活用
介護保険事業計画に見える化シ
ステムを活用

⑥介護
給付適
正化の
推進

介護
事業
所係

行政の
システ
ムづくり

医療情報との
突合

Ⅲ（1）③

介護
事業
所係

ケアマ
ネ

ジャーと
の情報
共有・資
質向上
の支援

見える化システ
ムの活用

Ⅰ（1）①
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（１） H30

・主任ケアマネ会議での
勉強会・学習会を実施

・市HPに介護保険制度
の概要を掲載

介護保険制度の理念・仕
組みについて知っている

ケアマネジャーの
うち50％以上が介
護保険制度の理
念・仕組みを理解
した上でケアプラ
ンを作成している
と回答

未実施 不明 不明

・現状把握の
ためのアン
ケートの実施
について検討
・市HPに介護
保険制度の
概要を掲載

・ケアマネ連絡
会における研
修会・勉強会
の実施
・効果検証の
ためのアン
ケートの実施

自立支援や重度化防止、給付適
正化等、介護保険制度の理念や
今後の方向性についてケアマネ
に知ってもらう。

R1

R2
亀岡市ケアマネジメント
に関する基本方針の周
知

亀岡市ケアマネジメントに関する
基本方針を策定し各事業所に文
書で通知

H30

・研修会等の実施

・広報物の配架

・市HP等への掲載

施設職員やケアマネ
ジャーに介護相談員につ
いて周知されている

未実施 不明

・現状把握の
ためのアン
ケートの実施
について検討
・広報物の配
架
・市HP等への
掲載

・ケアマネ連絡
会における研
修会・勉強会
の実施
・効果検証の
ためのアン
ケートの実施

介護相談員について施設職員や
ケアマネに周知することで、風通
しの良い環境を整える。

R1
介護相談員の派遣
介護相談員の募集

介護相談員を6施設に派遣
介護相談員を公募し2名採用

R2 介護相談員の派遣 コロナ禍により未実施

ケアマ
ネ

ジャーと
の情報
共有・資
質向上
の支援

介護相談員の
周知

⑦介護
保険

サービス
の基盤
整備

介護
事業
所係

ケアマ
ネ

ジャーと
の情報
共有・資
質向上
の支援

介護保険制度
の理念・仕組み

の周知

Ⅱ（2）①

⑨相談
窓口の
充実

介護
事業
所係
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【参考資料①】第７期実施内容一覧表.xls

基本施
策

担当
係

カテゴリ 見出し 年度 具体的な取組 目標とする状態
数値目標
※ある場合のみ

実施内容
達成数値
※数値目標がある場
合のみ

今年度の実施によりみえてきた状況
後期への繰り

越し
次年度への繰

り越し
第８期への繰

り越し
中長期的な課題

（２） H30

・保険事業所等への広
報

・市HP等による広報

サービスを必要とする人が
必要な福祉サービスを
知っている

・年間を通じて市HPに掲載
・制度利用開始前に広報紙に掲
載。
・高齢者の健康・福祉サービスガ
イドブックに掲載

特に市HP,広報紙で高齢者福祉サービスの制度
を知り、
問合せや利用申し込みをされる高齢者が増加し
たが、
引き続き制度の周知活動を継続することが必要
である。

なし
保険事業所等
での
周知活動

保険事業所や自治会等で既存制
度の周知活動を実施する。

R1

・保険事業所等への広
報

・市HP等による広報

サービスを必要とする人が
必要な福祉サービスを
知っている

・年間を通じて市HPに掲載
・制度利用開始前に広報紙に掲
載。
・高齢者の健康・福祉サービスガ
イドブックに掲載

特に市HP,広報紙で高齢者福祉サービスの制度
を知り、
引き続き制度の周知活動を継続することが必要
である。

なし
保険事業所等
での
周知活動

保険事業所や自治会等で既存制
度の周知活動を実施する。

R2

・保険事業所等への広
報

・市HP等による広報

サービスを必要とする人が
必要な福祉サービスを
知っている

・年間を通じて市HPに掲載
・制度利用開始前に広報紙に掲
載。
・高齢者の健康・福祉サービスガ
イドブックに掲載

特に市HP,広報紙で高齢者福祉サービスの制度
を知り、
引き続き制度の周知活動を継続することが必要
である。

保険事業所等
での
周知活動

保険事業所や自治会等で既存制
度の周知活動を実施する。

②高齢
者福祉

サービス
の周知
活動の
実施

高齢
者係

普及啓
発

既存制度の周
知
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